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１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品、並びにソフトウェア－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－北海道民間社会福祉事業職員共済会 退職年金事業 会員出資金額で計上

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・福祉医療機構/社会福祉施設職員等退職手当共済制度

・北海道民間社会福祉事業職員共済会/退職年金事業

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)

(2) 事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式)－社会福祉事業のみのため省略

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

(4) 収益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式)

　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

① 法人本部拠点区分

② この実サポートステーション拠点区分

ｱ　生活介護事業　この実サポートステーションすてっぷ

ｲ　短期入所事業　りらっく

③ この実支援センター拠点区分

ｱ　就労継続支援Ｂ型事業　この実わーくネット（主たる事業所）

ｲ　就労継続支援Ｂ型事業　この実わーくネット（従たる事業所 パック２･５）

ｳ　共同生活援助事業　この実らいふネット

計算書類に対する注記（法人全体用）



６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

65,268,000 0 0 65,268,000

256,209,693 109,756,468 13,331,896 352,634,265

0 0 0 0

0 0 0 0

321,477,693 109,756,468 13,331,896 417,902,265

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

・基本金の取り崩し-該当なし

・国庫補助金等特別積立金の取崩し-該当なし

８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（その他の固定資産） 23,976,783 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 4,000,000 円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

631,271,468 278,637,203 352,634,265

建物 61,807,808 26,647,718 35,160,090

構築物 21,482,721 11,934,682 9,548,039

機械及び装置 3,433,500 3,433,499 1

車両運搬具 26,115,519 23,852,357 2,263,162

器具及び備品 39,681,518 31,115,594 8,565,924

その他の固定資産 48,722,835 44,735,517 3,987,318

ソフトウェア 4,288,800 3,781,920 506,880

836,804,169 424,138,490 412,665,679

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし

合　計

建物（基本財産）

合計

土地

建物

投資有価証券

定期預金

基本財産の種類



１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



【社会福祉法人 札幌この実会】



１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品、並びにソフトウェア－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) 法人本部拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

65,268,000 0 0 65,268,000

150,957,898 109,756,468 8,417,201 252,297,165

0 0 0 0

0 0 0 0

216,225,898 109,756,468 8,417,201 317,565,165

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

・基本金の取り崩し-該当なし

・国庫補助金等特別積立金の取崩し-該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（その他の固定資産） 23,976,783 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 2,200,000 円

計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用）

基本財産の種類

土地

建物

定期預金

投資有価証券

合計



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

421,241,818 168,944,653 252,297,165

　建物 48,689,080 15,790,291 32,898,789

　構築物 7,969,221 301,852 7,667,369

　器具及び備品 1,238,760 103,230 1,135,530

479,138,879 185,140,026 293,998,853

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

建物（基本財産）

合　計



【社会福祉法人 札幌この実会】



１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品、並びにソフトウェア－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－北海道民間社会福祉事業職員共済会 退職年金事業 会員出資金額で計上

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・福祉医療機構/社会福祉施設職員等退職手当共済制度

・北海道民間社会福祉事業職員共済会/退職年金事業

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) この実サポートステーション拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（運用取扱通知別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（運用取扱通知別紙３(⑪)

ｱ　生活介護事業　この実サポートステーションすてっぷ

ｲ　短期入所事業　りらっく

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

97,038,994 0 3,791,494 93,247,500

0 0 0 0

0 0 0 0

97,038,994 0 3,791,494 93,247,500

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

・基本金の取り崩し-該当なし

・国庫補助金等特別積立金の取崩し-該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地（その他の固定資産）≪法人本部拠点区分≫ 23,976,783 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

合計

計算書類に対する注記（この実サポートステーション拠点区分用）

基本財産の種類

土地

建物

定期預金

投資有価証券



設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 1,800,000 円

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

162,029,650 68,782,150 93,247,500

　建物 1,260,000 1,169,280 90,720

　構築物 5,796,000 4,280,173 1,515,827

　機械及び装置 3,433,500 3,433,499 1

　車両運搬具 4,989,895 3,212,260 1,777,635

　器具及び備品 12,336,937 9,920,548 2,416,389

　その他の固定資産 13,776,613 11,927,780 1,848,833

　ソフトウェア 105,000 105,000 0

203,727,595 102,830,690 100,896,905

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

建物（基本財産）

合　計



【社会福祉法人 札幌この実会】



１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

・該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品、並びにソフトウェア－定額法

・リース資産－該当なし

（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－北海道民間社会福祉事業職員共済会 退職年金事業 会員出資金額で計上

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

・福祉医療機構/社会福祉施設職員等退職手当共済制度

・北海道民間社会福祉事業職員共済会/退職年金事業

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) この実支援センター拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

(2) 拠点区分資金収支明細書（運用取扱通知別紙３(⑩)）及び拠点区分事業活動明細書（運用取扱通知別紙３(⑪)

ｱ　就労継続支援Ｂ型事業　この実わーくネット（主たる事業所）

ｲ　就労継続支援Ｂ型事業　この実わーくネット（従たる事業所 パック２･５）

ｳ　共同生活援助事業　この実らいふネット

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 0 0

8,212,801 0 1,123,201 7,089,600

0 0 0 0

0 0 0 0

8,212,801 0 1,123,201 7,089,600

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

・基本金の取り崩し-該当なし

・国庫補助金等特別積立金の取崩し-該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

合計

計算書類に対する注記（この実支援センター拠点区分用）

基本財産の種類

土地

建物

定期預金

投資有価証券



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

48,000,000 40,910,400 7,089,600

　建物 11,062,538 8,891,957 2,170,581

　構築物 7,717,500 7,352,657 364,843

　車両運搬具 21,125,624 20,640,097 485,527

　器具及び備品 25,916,900 20,902,895 5,014,005

　その他の固定資産 34,923,338 32,784,853 2,138,485

　ソフトウェア 3,973,800 3,466,920 506,880

152,719,700 134,949,779 17,769,921

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の

状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

建物（基本財産）

合　計


